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9.25原子力空母ジョージ・ワシントンの

横須賀母港化を許さず、配備反対を求める抗議文
　日本国民を苦しめ続けてきた米海軍は、９月25日に原子力空母ジョージ・ワシントンの配備を行い、今後も横須賀基地を空母の海外母港として維持し、横須賀港を原子力空母の母港として固定化と強化をはかろうとしている。

横須賀基地への原子力空母の配備は、地域住民が核の脅威にさらされるとともに、米国のアジア・太平洋地域への軍事的支配を高めるものである。配備が実現すれば、アジア・太平洋地域の軍事的な緊張が高まり、これまで以上に国民が戦闘に巻き込まれるといわざるを得ない。1973年10月５日、通常動力空母ミッドウェーが横須賀基地に入港し、米海軍空母の横須賀母港化が始まった。日本政府は当初、ミッドウェーの横須賀配備は、「おおむね３年間」としていたがミッドウェーの配備は1991年まで続き、その後もインディペンデンス（1991年９月11日～）、キティーホーク（1998年８月11日～）と空母の配備が続いている。「おおむね３年」と日本政府が約束した空母の横須賀基地配備は、今年で35年目をむかえ到底許せるもでない。
７月19日には、横須賀市ヴェルニー公園に全国から１万５千人の参加者のもと「原子力空母の横須賀母港化を許さない全国集会」が開催され、横須賀港への原子力空母配備に対して断固反対の姿勢を示している。また、自治労青年部はこれまで、ヒロシマ、ナガサキ、オキナワ、青森を訪ねる旅に取り組み、政府の戦争責任や戦争の実相、核の危険性を学び、各地域において住民とともに反核・平和の火リレーや平和行進などに取り組んできた。引き続き、反動的な政策を許さず、平和憲法を護るたたかいを強化する決意を表明するとともに、横須賀港への原子力空母ジョージ・ワシントンの配備を強く抗議する。
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